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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長方形である液晶表示用ガラスセルと、
　前記ガラスセルの片面に第一の粘着剤層を介して、吸収軸が前記ガラスセルの長辺と平
行になるように貼着された第一の偏光板と、
　前記ガラスセルの他面に第二の粘着剤層を介して、吸収軸が前記第一の偏光板の吸収軸
と直交するように貼着された第二の偏光板とを備え、
　前記第一の粘着剤層及び前記第二の粘着剤層のうち少なくとも一方は、
（Ａ）（Ａ－１）下式（Ｉ）
【化１】

（式中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ2は炭素数１～１０のアルコキシ基で置換
されていてもよい炭素数１～１４のアルキル基を表す）
で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル８０～９６重量％、
　（Ａ－２）下式（II）
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（式中、Ｒ3は水素原子又はメチル基を表し、ｎは１～８の整数であり、Ｒ4は水素原子、
アルキル基、アラルキル基又はアリール基を表す）
で示される芳香環含有（メタ）アクリル化合物３～１５重量％、及び
　（Ａ－３）遊離カルボキシル基を有する不飽和単量体と水酸基を有する不飽和単量体と
を含む極性官能基を有する不飽和単量体０.１～５重量％
を含む単量体混合物の共重合体であって、重量平均分子量Ｍw が１００万～２００万の範
囲にあり、重量平均分子量Ｍw と数平均分子量Ｍn の比Ｍw／Ｍnで表される分子量分布が
３～７の範囲にあるアクリル樹脂１００重量部、並びに
（Ｂ）架橋剤０.０１～５重量部
を含有する粘着剤組成物から形成されており、６０～９９重量％のゲル分率を有すること
を特徴とする液晶パネル。
【請求項２】
　前記第一の粘着剤層及び前記第二の粘着剤層がともに、前記アクリル樹脂（Ａ）１００
重量部、及び前記架橋剤（Ｂ） ０.０１～５重量部を含有する粘着剤組成物から形成され
ており、６０～９９重量％のゲル分率を有する、請求項１に記載の液晶パネル。
【請求項３】
前記架橋剤（Ｂ）は、イソシアネート系化合物を含有する、請求項１又は２に記載の液晶
パネル。
【請求項４】
　前記粘着剤組成物はさらに、（Ｃ）シラン系化合物 ０.０３～１重量部を含有する、請
求項１～３のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項５】
　前記粘着剤組成物はさらに、（Ｄ）イオン性化合物を含有する、請求項１～４のいずれ
かに記載の液晶パネル。
【請求項６】
　前記不飽和単量体（Ａ－２）が、請求項１に記載の式（II）で示される芳香環含有（メ
タ）アクリル化合物であり、式中のｎが２以上である、請求項５に記載の液晶パネル。
【請求項７】
　前記第一の偏光板及び前記第二の偏光板のうち少なくとも一方は、保護フィルム／偏光
フィルム／保護フィルムの構成からなる、請求項１～６のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項８】
　前記偏光フィルムを挟む２枚の保護フィルムのうち液晶表示用ガラスセルから遠い側に
位置するフィルムは、面内の位相差値が０～２０nmで厚み方向の位相差値が２０～８０nm
である酢酸セルロース系樹脂からなり、液晶表示用ガラスセル側に位置するフィルムは、
面内の位相差値が３０～８０nmで厚み方向の位相差値が８０～２５０nmである酢酸セルロ
ール系樹脂からなる、請求項７に記載の液晶パネル。
【請求項９】
　前記偏光フィルムを挟む２枚の保護フィルムのうち液晶表示用ガラスセルから遠い側に
位置するフィルムは、面内の位相差値が０～２０nmで厚み方向の位相差値が２０～８０nm
である酢酸セルロース系樹脂からなり、液晶表示用ガラスセル側に位置するフィルムは、
面内の位相差値が０～１０nmで厚み方向の位相差値が－２５～２５nmである酢酸セルロー
ル系樹脂からなる、請求項７に記載の液晶パネル。
【請求項１０】
　前記偏光フィルムを挟む２枚の保護フィルムのうち液晶表示用ガラスセルから遠い側に
位置するフィルムは、酢酸セルロース系樹脂からなり、液晶表示用ガラスセル側に位置す
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るフィルムは、シクロオレフィン系樹脂からなる、請求項７に記載の液晶パネル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示用ガラスセルの両面に、それぞれ粘着剤層を介して偏光板が貼着さ
れた液晶パネルに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　偏光板は、液晶表示装置に装着され、広く使用されており、偏光フィルムの両面に透明
保護フィルムが積層され、少なくとも一方の保護フィルムの表面に粘着剤層が形成され、
その粘着剤層の上に剥離フィルムが貼着された状態で流通している。また、偏光フィルム
の両面に保護フィルムが貼合された状態の偏光板に位相差フィルムを積層し、その位相差
フィルム側に粘着剤層／剥離フィルムが貼着されることもある。液晶セルへの貼合前に、
これらの偏光板から剥離フィルムを剥がし、露出した粘着剤層を介して液晶表示用ガラス
セルに貼合して液晶パネルとされ、さらにバックライトなどを組み込んで液晶表示装置と
される。このように液晶表示用ガラスセルに偏光板を貼合した状態の液晶パネルが高温に
さらされると、偏光板に作用する残留応力の分布が不均一となり、偏光板の外周部に応力
集中が起こる結果、黒表示時に外周部が白っぽくなる白ヌケと呼ばれる現象（「光漏れ」
とも呼ばれる）を生じたり、色ムラを生じたりすることがある。そこで、このような白ヌ
ケや色ムラの抑制が求められる。
【０００３】
　その対策の一つとして、特開 2007-138056号公報（特許文献１）には、アクリル酸アル
キルエステルに芳香環含有モノマーを共重合させ、得られる樹脂の重量平均分子量Ｍw と
数平均分子量Ｍn の比Ｍw／Ｍnで表される分子量分布を１０～５０と広くすることによっ
て、光漏れを抑制する技術が開示されている。このような粘着剤を用いることにより、光
漏れは軽減されるものの、必ずしも十分とはいえず、また分子量分布が広いことにより、
高温条件下において発泡を生じることがある。
【０００４】
　一方、液晶パネルは、高温又は高温高湿条件に置かれたり、加熱と冷却が繰り返された
りした場合に、偏光板の寸法変化に伴って粘着剤層に発泡を生じたり、偏光板と粘着剤層
の間又は粘着剤層と液晶セルの間に浮きや剥れなどを生じたりすることがある。そこで、
このような不具合を生じず、耐久性に優れることも求められる。また、粘着剤付き偏光板
を液晶表示用ガラスセルに貼合して液晶パネルとした場合に、なんらかの不具合があった
ときは、その偏光板を一旦剥がしてから再度新しいフィルムを貼り直すことになるが、そ
の剥離の際に粘着剤層が偏光板に伴って引き剥がされ、ガラスセル上に粘着剤が残らず、
曇りなども生じない、いわゆるリワーク性に優れることも求められる。
【０００５】
　また、特開 2010-66756 号公報（特許文献２）には、アクリル酸ブチルを代表例とする
（メタ）アクリル酸アルキルエステルに、アクリル酸２－メトキシエチルを代表例とする
（メタ）アクリル酸アルコキシアルキルエステルを共重合させたアクリル樹脂を、イオン
性化合物、特に室温において固体であるイオン性化合物と組み合わせて粘着剤層とし、こ
れを光学フィルムに設けることにより、その粘着剤層に、帯電防止性、特に経時安定性に
優れた帯電防止性を付与することが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００７－１３８０５６号公報
【特許文献２】特開２０１０－６６７５６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００７】
　本発明の課題は、液晶表示用ガラスセルの両面にそれぞれ粘着剤層を介して一対の偏光
板が貼合されており、大型化しても白ヌケを十分に抑制することができる液晶パネルを提
供することにある。
【０００８】
　本発明者らは、かかる課題を解決するべく鋭意研究を行った結果、表示画面が長方形で
ある液晶表示用ガラスセルの両面に、それぞれ粘着剤層を介して第一の偏光板及び第二の
偏光板が貼着され、第一の偏光板はその吸収軸が前記ガラスセルの長辺と平行になってお
り、第二の偏光板はその吸収軸が前記第一の偏光板の吸収軸と直交している、大型液晶表
示装置に用いられる液晶パネルにおいて、前記粘着剤層に改良を加えることで、白ヌケを
有効に抑えることができ、耐久性にも優れる液晶パネルが得られ、さらにこの粘着剤層は
偏光板のリワーク性にも優れるものであることを見出し、本発明に到達した。具体的には
この粘着剤層を、（メタ）アクリル酸アルキルエステルを主要な成分とし、極性官能基を
有する不飽和単量体に由来する構造単位を含むとともに、分子内に芳香環を有する不飽和
単量体に由来する構造単位を所定量含み、分子量分布の狭いアクリル樹脂に架橋剤が所定
量配合されたもので構成することが有効であることを見出した。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　すなわち、本発明に係る液晶パネルは、長方形である液晶表示用ガラスセルと、そのガ
ラスセルの片面に第一の粘着剤層を介して、吸収軸が前記ガラスセルの長辺と平行になる
ように貼着された第一の偏光板と、前記ガラスセルの他面に第二の粘着剤層を介して、吸
収軸が前記第一の偏光板の吸収軸と直交するように貼着された第二の偏光板とを備え、前
記第一の粘着剤層及び前記第二の粘着剤層のうち少なくとも一方は、以下に示すアクリル
樹脂（Ａ）及び架橋剤（Ｂ）を含有する粘着剤組成物から形成され、６０～９９重量％の
ゲル分率を有するものである。
【００１０】
（Ａ）（Ａ－１）下式（Ｉ）
【００１１】

【化１】

【００１２】
（式中、Ｒ1は水素原子又はメチル基を表し、Ｒ2は炭素数１～１０のアルコキシ基で置換
されていてもよい炭素数１～１４のアルキル基を表す）
で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル８０～９６重量％、
　（Ａ－２）分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香環を有する不
飽和単量体（以下、「芳香環含有単量体」と呼ぶことがある）３～１５重量％、及び
　（Ａ－３）極性官能基を有する不飽和単量体（以下、「極性官能基含有単量体」と呼ぶ
ことがある）０.１～５重量％
を含む単量体混合物の共重合体であって、重量平均分子量Ｍw が１００万～２００万の範
囲にあり、重量平均分子量Ｍw と数平均分子量Ｍn の比Ｍw／Ｍnで表される分子量分布が
３～７の範囲にあるアクリル樹脂１００重量部、並びに
（Ｂ）架橋剤０.０１～５重量部。
【００１３】
　このように本発明においては、液晶表示用ガラスセルの両面に配置される第一の偏光板
及び第二の偏光板をそれぞれガラスセルに貼着するための第一の粘着剤層及び第二の粘着
剤層のうち、少なくとも一方を、上記式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエ
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ステル（Ａ－１）、芳香環含有単量体（Ａ－２）及び極性官能基含有単量体（Ａ－３）を
含む単量体混合物の共重合体であるアクリル樹脂（Ａ）、並びに架橋剤（Ｂ）を含有する
粘着剤組成物から形成し、かつそのゲル分率を所定範囲とすることにより、白ヌケを効果
的に抑制できるようにしているのであるが、上記第一の粘着剤層及び第二の粘着剤層の両
方を、上記の要件を満たす粘着剤組成物から形成し、上記のゲル分率を満たすようにする
のが、白ヌケ抑制のうえでは一層好ましい。
【００１４】
　これらの液晶パネルにおいて、前記芳香環含有単量体（Ａ－２）は、下式（II）で示さ
れる芳香環含有（メタ）アクリル化合物であることが好ましい。
【００１５】
【化２】

【００１６】
　式中、Ｒ3は水素原子又はメチル基を表し、ｎは１～８の整数であり、Ｒ4は水素原子、
アルキル基、アラルキル基又はアリール基を表す。
【００１７】
　また、これらの各液晶パネルにおいて、前記極性官能基含有単量体（Ａ－３）は、極性
官能基として、遊離カルボキシル基、水酸基、アミノ基又はエポキシ環を有するものであ
ることが好ましい。
【００１８】
　さらにこれらの各液晶パネルにおいて、粘着剤組成物を構成する架橋剤（Ｂ）は、イソ
シアネート系化合物を含有することが好ましい。特に、極性官能基含有単量体（Ａ－３）
が、上記した遊離カルボキシル基、水酸基、アミノ基及びエポキシ環から選ばれる極性官
能基を有する場合は、架橋剤（Ｂ）として、少なくともイソシアネート系化合物を用いる
ことが好ましい。
【００１９】
　さらにまた、本発明で規定する粘着剤層を形成するための上記アクリル樹脂（Ａ）及び
架橋剤（Ｂ）を含有する粘着剤組成物は、（Ｃ）シラン系化合物 ０.０３～１重量部を含
有することができる。上記のアクリル樹脂（Ａ）及び架橋剤（Ｂ）を含有し、あるいはさ
らにシラン系化合物（Ｃ）を含有する粘着剤組成物には、（Ｄ）イオン性化合物を含有さ
せ、帯電防止性を付与することもできる。特に、前記芳香環含有単量体（Ａ－２）が、前
記式（II）で示される芳香環含有（メタ）アクリル化合物であり、式中のｎが２以上であ
る場合には、白ヌケの抑制に一層有効であり、この単量体が共重合されたアクリル樹脂を
含む粘着剤組成物にイオン性化合物を配合すれば、高い白ヌケ抑制効果を維持したまま帯
電防止性を付与できることが、併せて見出された。
【００２０】
　これらの各液晶パネルにおいて、第一の偏光板及び第二の偏光板はそれぞれ、保護フィ
ルム／偏光フィルム／保護フィルムの構成とすることができるが、特に少なくとも一方の
偏光板は、かかる層構成とすることが好ましい。
【００２１】
　このような、保護フィルム／偏光フィルム／保護フィルムの層構成を有する偏光板にお
いて、一つの好ましい形態では、偏光フィルムを挟む２枚の保護フィルムのうち液晶表示
用ガラスセルから遠い側に位置するフィルムは、面内の位相差値が０～２０nmで厚み方向
の位相差値が２０～８０nmである酢酸セルロース系樹脂からなり、液晶表示用ガラスセル
側に位置するフィルムは、面内の位相差値が３０～８０nmで厚み方向の位相差値が８０～
２５０nmである酢酸セルロール系樹脂からなる。別の好ましい形態では、偏光フィルムを
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挟む２枚の保護フィルムのうち液晶表示用ガラスセルから遠い側に位置するフィルムは、
面内の位相差値が０～２０nmで厚み方向の位相差値が２０～８０nmである酢酸セルロース
系樹脂からなり、液晶表示用ガラスセル側に位置するフィルムは、面内の位相差値が０～
１０nmで厚み方向の位相差値が－２５～２５nmである酢酸セルロール系樹脂からなる。ま
たもう一つの好ましい形態では、偏光フィルムを挟む２枚の保護フィルムのうち液晶表示
用ガラスセルから遠い側に位置するフィルムは、酢酸セルロース系樹脂からなり、液晶表
示用ガラスセル側に位置するフィルムは、シクロオレフィン系樹脂からなる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明では、液晶表示用ガラスセルの両面にそれぞれ、粘着剤層を介して一対の偏光板
がクロスニコルで、すなわちそれぞれの吸収軸が直交するように貼着され、かつ一方の偏
光板はその吸収軸が前記ガラスセルの長辺と平行になるように配置された液晶パネルにお
いて、粘着剤層を形成するためのアクリル樹脂（Ａ）を、芳香環含有単量体（Ａ－２）か
ら導かれる単位を所定量含有する共重合体とし、かつその重量平均分子量Ｍw 及び分子量
分布Ｍw／Ｍnを特定範囲としたことで、不均一な応力分布に起因する光学的欠陥が防止さ
れ、白ヌケが抑制される。
【００２３】
　また、粘着剤層のゲル分率を６０～９９重量％の範囲としたことで、粘着剤層の耐久性
が改良され、この液晶パネルは、耐熱、耐湿熱、耐ヒートショックなどの試験を行ったと
きの外観変化が抑制される。さらに、この液晶パネルは、偏光板を上記の粘着剤層を介し
て液晶表示用ガラスセルに貼った後、なんらかの不具合があった場合に、偏光板を粘着剤
層とともにガラスセルから剥離しても、剥離後のガラスセルの表面に糊残りや曇りが発生
することが少なく、リワーク性に優れたものとなる。
【００２４】
　この液晶パネルは、湿熱条件下で、偏光板及びガラスセルの寸法変化に起因する応力を
粘着剤層が吸収・緩和するため、局部的な応力集中が軽減され、ガラスセルからの粘着剤
層の浮きや剥れなどが抑制される。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明に係る液晶パネルの層構成と軸角度の関係を示す分解斜視図である。
【図２】液晶表示用ガラスセルに貼着するための粘着剤層が設けられた偏光板の層構成の
例を示す断面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、添付の図面も適宜参照しながら、本発明を詳細に説明する。本発明に係る液晶パ
ネルの層構成と軸角度の関係を図１に分解斜視図で示す。図１を参照して、本発明が適用
される液晶パネルは、表示面が長方形である液晶表示用ガラスセル１０（以下、単に「液
晶セル」と呼んだり「ガラスセル」と呼んだりすることもある）の片面に、第一の粘着剤
層３１を介して第一の偏光板２１が貼着され、液晶セル１０の他面には、第二の粘着剤層
３２を介して第二の偏光板２２が貼着されたものである。これら一対の偏光板２１，２２
はクロスニコルとなるように、すなわち両者の吸収軸２１Ａ，２２Ａが直交するように配
置され、かつ第一の偏光板２１は、その吸収軸２１Ａが液晶セル１０の長辺１０Ａと平行
になるように配置されている。したがって、第二の偏光板２２は、その吸収軸２２Ａが液
晶セル１０の長辺１０Ａと垂直（液晶セル１０の短辺とは平行）になるように配置されて
いる。
【００２７】
　第一の偏光板２１を液晶セル１０に貼着するための第一の粘着剤層３１及び第二の偏光
板２２を液晶セル１０に貼着するための第二の粘着剤層３２のうち、少なくとも一方は、
特定のアクリル樹脂（Ａ）１００重量部に対して架橋剤（Ｂ）を ０.０１～５重量部含有
する粘着剤組成物から形成し、かつそのゲル分率が６０～９９重量％となるようにする。
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【００２８】
　このような、第一の偏光板２１はその吸収軸２１Ａが液晶セル１０の長辺１０Ａと平行
（０°）になるように配置され、第二の偏光板２２はその吸収軸２２Ａが液晶セル１０の
長辺１０Ａと垂直（９０°）になるように配置された液晶パネルに対して、本発明で規定
する粘着剤組成物から形成される粘着剤層を適用することが特に有効であることが見出さ
れた。液晶セル１０の両面に配置される粘着剤層３１，３２のうち、少なくとも一方を、
上記した特定の粘着剤組成物から形成し、かつゲル分率が特定範囲となるようにすること
で、所期の効果が発現されるが、先にも述べたように、液晶セル１０の両面に配置される
粘着剤層３１，３２の両方をこのようなもので構成することが、白ヌケ抑制の観点からは
好ましい。
【００２９】
　以下、本発明の液晶パネルを構成する各部材について、液晶表示用ガラスセル１０から
順に説明を進めていく。
【００３０】
［液晶表示用ガラスセル］
　液晶表示用ガラスセル１０は、２枚の透明ガラス基板１１，１２で構成され、その間に
液晶（図示略）を挟持したものである。２枚のガラス基板１１，１２の間に封入される液
晶は、その配向方式によって、ねじれネマチック（Twisted Nematic ：ＴＮ）、垂直配向
（Vertical Alignment：ＶＡ）、横電界（In-Plane Switching：ＩＰＳ）など、各種の方
式のものがある。本発明は、一対の偏光板が液晶セルの上下でクロスニコルに配置され、
かつ一方の偏光板の吸収軸がガラスセルの長辺と平行に配置されるものであれば、いずれ
の方式の液晶セルに対しても適用できる。図示は省略するが、透明ガラス基板１１，１２
の液晶層側には、液晶を配向させるための配向膜、その配向を制御するために電圧をオン
－オフするための透明電極、カラー表示であればカラーフィルタなども配置される。
【００３１】
　液晶セル１０を構成するガラス基板１１，１２には、ソーダライムガラス、低アルカリ
ガラス、無アルカリガラスなどが適用できるが、特に無アルカリガラス又は低アルカリガ
ラスが好適に用いられる。
【００３２】
［粘着剤層（粘着剤組成物）］
　次に、粘着剤層３１，３２を形成するための粘着剤組成物について説明する。この粘着
剤組成物は、基本的にアクリル樹脂及び架橋剤を含んで構成される。本発明においては、
液晶セル１０の両面にそれぞれ第一の偏光板を貼着するための第一の粘着剤層３１及び第
二の偏光板を貼着するための第二の粘着剤層３２のうち少なくとも一方は、先述した特定
の共重合体であって、重量平均分子量Ｍw 及び分子量分布Ｍw／Ｍnが所定範囲にあるアク
リル樹脂（Ａ）に、架橋剤（Ｂ）が所定量配合された粘着剤組成物から形成し、かつゲル
分率が６０～９９重量％となるようにする。この粘着剤組成物を構成する各成分について
説明する。
【００３３】
　〈アクリル樹脂（Ａ）〉
　本発明の液晶パネルにおいて、粘着剤層３１，３２を形成するための粘着剤組成物に用
いられるアクリル樹脂（Ａ）は、前記式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステルに由来する構造単位を主成分とするものであって、かかる（メタ）アクリル酸アル
キルエステルに由来する構造単位に加え、芳香環含有単量体に由来する構造単位、及び極
性官能基含有単量体に由来する構造単位を含むものである。ここで、（メタ）アクリル酸
とは、アクリル酸又はメタクリル酸のいずれでもよいことを意味し、他に（メタ）アクリ
レート、（メタ）アクリロイルなどというときの「（メタ）」も同様の趣旨である。
【００３４】
　アクリル樹脂（Ａ）の主要な構造単位となる前記式（Ｉ）において、Ｒ1 は水素原子又
はメチル基であり、Ｒ2は炭素数１～１４のアルキル基である。Ｒ2で表されるアルキル基
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は、それぞれの基中の水素原子が炭素数１～１０のアルコキシ基によって置換されていて
もよい。
【００３５】
　式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）のうち、Ｒ2 が非
置換アルキル基であるものとして、具体的には、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、
アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｎ－オクチル、及びアクリル酸
ラウリルの如き、直鎖状のアクリル酸アルキルエステル；アクリル酸イソブチル、アクリ
ル酸２－エチルヘキシル、及びアクリル酸イソオクチルの如き、分枝状のアクリル酸アル
キルエステル；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタ
クリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ－オクチル、及びメタクリル酸ラウリルの如き、直
鎖状のメタクリル酸アルキルエステル；メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸２－エチ
ルヘキシル、及びメタクリル酸イソオクチルの如き、分枝状のメタクリル酸アルキルエス
テルなどが例示される。
【００３６】
　これらの中でもアクリル酸ｎ－ブチルが好ましく、具体的には、アクリル樹脂（Ａ）を
構成する全単量体のうち、アクリル酸ｎ－ブチルが５０重量％以上となるように、かつ前
記した（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）に関する規定を満たすようにする
のが好ましい。
【００３７】
　Ｒ2 がアルコキシ基で置換されたアルキル基、すなわち、アルコキシアルキル基である
場合の、式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステルとして、具体的には、
アクリル酸２－メトキシエチル、アクリル酸エトキシメチル、メタクリル酸２－メトキシ
エチル、メタクリル酸エトキシメチルなどが例示される。
【００３８】
　これらの（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、それぞれ単独で用いることができる
ほか、異なる複数のものを用いて共重合させてもよい。
【００３９】
　分子内に１個のオレフィン性二重結合と少なくとも１個の芳香環を有する不飽和単量体
（芳香環含有単量体）（Ａ－２）は、オレフィン性二重結合を含む基として（メタ）アク
リロイル基を有するものが好ましい。その例として、ベンジル（メタ）アクリレート、ネ
オペンチルグリコールベンゾエート（メタ）アクリレートなどを挙げることができるが、
好ましいものは、前記式（II）で示される芳香環含有（メタ）アクリル化合物である。
【００４０】
　芳香環含有（メタ）アクリル化合物を表す前記式（II）において、Ｒ4 がアルキル基で
ある場合、その炭素数は１～９程度であることができ、同じくアラルキル基である場合、
その炭素数は７～１１程度、またアリール基である場合、その炭素数は６～１０程度であ
ることができる。炭素数１～９のアルキル基として、メチル、ブチル、ノニルなどが、炭
素数７～１１のアラルキル基として、ベンジル、フェネチル、ナフチルメチルなどが、ま
た炭素数６～１０のアリール基として、フェニル、トリル、ナフチルなどが、それぞれ挙
げられる。
【００４１】
　具体的な式（II）の芳香環含有（メタ）アクリル化合物としては、（メタ）アクリル酸
２－フェノキシエチル、（メタ）アクリル酸２－（２－フェノキシエトキシ）エチル、エ
チレンオキサイド変性ノニルフェノールの（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）アクリ
ル酸２－（ｏ－フェニルフェノキシ）エチルなどを挙げることができる。これらの芳香環
含有単量体は、それぞれ単独で用いてもよいし、異なる複数のものを組み合せて用いても
よい。これらの中でも、（メタ）アクリル酸２－フェノキシエチル〔前記式（II）におい
て、Ｒ4 ＝Ｈ、ｎ＝１の化合物〕、（メタ）アクリル酸２－（ｏ－フェニルフェノキシ）
エチル〔前記式（II）において、Ｒ4 ＝ｏ－フェニル、ｎ＝１の化合物〕、又は（メタ）
アクリル酸２－（２－フェノキシエトキシ）エチル〔前記式（II）において、Ｒ4 ＝Ｈ、
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ｎ＝２の化合物〕が、アクリル樹脂（Ａ）を構成する芳香環含有単量体（Ａ－２）の一つ
として好適に用いられる。
【００４２】
　極性官能基含有単量体（Ａ－３）において、極性官能基は、遊離カルボキシル基、水酸
基、アミノ基、エポキシ環をはじめとする複素環基などであることができる。極性官能基
含有単量体は、好ましくは極性官能基を有する（メタ）アクリル酸系化合物である。その
例として、アクリル酸、メタクリル酸、及びβ－カルボキシエチルアクリレートの如き、
遊離カルボキシル基を有する不飽和単量体；（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、
（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸２－又は３－クロロ－
２－ヒドロキシプロピル、及びジエチレングリコールモノ（メタ）アクリレートの如き、
水酸基を有する不飽和単量体；アクリロイルモルホリン、ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビ
ニル－２－ピロリドン、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、カプロラクトン
変性テトラヒドロフルフリルアクリレート、３，４－エポキシシクロヘキシルメチル（メ
タ）アクリレート、グリシジル（メタ）アクリレート、及び２，５－ジヒドロフランの如
き、複素環基を有する不飽和単量体；Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレー
トの如き、複素環とは異なるアミノ基を有する不飽和単量体などを挙げることができる。
極性官能基は、遊離カルボキシル基、水酸基、アミノ基又はエポキシ環であることが好ま
しい。これらの極性官能基含有単量体は、それぞれ単独で用いてもよいし、異なる複数の
ものを用いてもよい。
【００４３】
　これらの中でも、水酸基を有する不飽和単量体を、アクリル樹脂（Ａ）を構成する極性
官能基含有単量体（Ａ－３）の一つとして用いるのが好ましい。また、水酸基を有する不
飽和単量体に加えて、他の極性官能基を有する不飽和単量体、例えば、遊離カルボキシル
基を有する不飽和単量体を併用するのも有効である。
【００４４】
　アクリル樹脂（Ａ）において、前記式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエ
ステル（Ａ－１）に由来する構造単位は、８０～９６重量％とするが、好ましくは８２重
量％以上であり、また好ましくは９４重量％以下である。芳香環含有単量体（Ａ－２）に
由来する構造単位は、３～１５重量％とするが、好ましくは５重量％以上、さらには７重
量％以上、とりわけ８重量％以上であり、また好ましくは１３重量％以下、さらには１１
重量％以下、とりわけ１０重量％以下である。極性官能基含有単量体（Ａ－３）に由来す
る構造単位は、０.１～５重量％とするが、好ましくは０.５重量％以上であり、また好ま
しくは３重量％以下である。
【００４５】
　本発明に使用されるアクリル樹脂（Ａ）は、上で説明した式（Ｉ）で示される（メタ）
アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）、芳香環含有単量体（Ａ－２）及び極性官能基含
有単量体（Ａ－３）とは異なる単量体に由来する構造単位を含んでいてもよい。これらの
例としては、分子内に脂環式構造を有する（メタ）アクリル酸エステルに由来する構造単
位、スチレン系単量体に由来する構造単位、ビニル系単量体に由来する構造単位、分子内
に複数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体に由来する構造単位などを挙げることが
できる。
【００４６】
　脂環式構造とは、炭素数が、通常５以上、好ましくは５～７程度のシクロパラフィン構
造である。脂環式構造を有するアクリル酸エステルの具体例としては、アクリル酸イソボ
ルニル、アクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸ジシクロペンタニル、アクリル酸シクロ
ドデシル、アクリル酸メチルシクロヘキシル、アクリル酸トリメチルシクロヘキシル、ア
クリル酸tert－ブチルシクロヘキシル、α－エトキシアクリル酸シクロヘキシル、アクリ
ル酸シクロヘキシルフェニルなどが挙げられ、脂環式構造を有するメタクリル酸エステル
の具体例としては、メタクリル酸イソボルニル、メタクリル酸シクロヘキシル、メタクリ
ル酸ジシクロペンタニル、メタクリル酸シクロドデシル、メタクリル酸メチルシクロヘキ
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シル、メタクリル酸トリメチルシクロヘキシル、メタクリル酸tert－ブチルシクロヘキシ
ル、メタクリル酸シクロヘキシルフェニルなどが挙げられる。
【００４７】
　スチレン系単量体の具体例としては、スチレンのほか、メチルスチレン、ジメチルスチ
レン、トリメチルスチレン、エチルスチレン、ジエチルスチレン、トリエチルスチレン、
プロピルスチレン、ブチルスチレン、ヘキシルスチレン、ヘプチルスチレン、及びオクチ
ルスチレンの如きアルキルスチレン；フルオロスチレン、クロロスチレン、ブロモスチレ
ン、ジブロモスチレン、及びヨードスチレンの如きハロゲン化スチレン；さらに、ニトロ
スチレン、アセチルスチレン、メトキシスチレン、ジビニルベンゼンなどを挙げることが
できる。
【００４８】
　ビニル系単量体の具体例としては、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、２
－エチルヘキサン酸ビニル、及びラウリン酸ビニルの如き脂肪酸ビニルエステル；塩化ビ
ニルや臭化ビニルの如きハロゲン化ビニル；塩化ビニリデンの如きハロゲン化ビニリデン
；ビニルピリジン、ビニルピロリドン、及びビニルカルバゾールの如き含窒素芳香族ビニ
ル；ブタジエン、イソプレン、及びクロロプレンの如き共役ジエン単量体；さらには、ア
クリロニトリル、メタクリロニトリルなどを挙げることができる。
【００４９】
　分子内に複数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体の具体例としては、　１，４－
ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレ
ート、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）
アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート、及びトリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレートの如
き、分子内に２個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体；トリメチロールプロパント
リ（メタ）アクリレートの如き、分子内に３個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体
などを挙げることができる。
【００５０】
　以上のような、式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）、
芳香環含有単量体（Ａ－２）及び極性官能基含有単量体（Ａ－３）とは異なる単量体は、
それぞれ単独で、又は２種以上組み合わせて使用することができる。粘着剤に使用される
アクリル樹脂（Ａ）において、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）、芳香環
含有単量体（Ａ－２）及び極性官能基含有単量体（Ａ－３）とは異なる単量体に由来する
構造単位は、その樹脂の不揮発分１００重量部に対し、通常０～２０重量部、好ましくは
０～１０重量部の割合で含有される。
【００５１】
　粘着剤組成物を構成する樹脂成分は、以上のような、式（Ｉ）で示される（メタ）アク
リル酸アルキルエステル（Ａ－１）、芳香環含有単量体（Ａ－２）、及び極性官能基含有
単量体（Ａ－３）に由来する構造単位を含むアクリル樹脂を２種類以上含むものであって
もよい。また、本発明で規定するアクリル樹脂（Ａ）に、それとは異なるアクリル樹脂、
例えば、式（Ｉ）の（メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構造単位を有し、極
性官能基を含まないアクリル樹脂などを混合して用いてもよい。式（Ｉ）で示される（メ
タ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）、芳香環含有単量体（Ａ－２）、及び極性官
能基含有単量体（Ａ－３）に由来する構造単位を含むアクリル樹脂（Ａ）は、アクリル樹
脂全体のうち、８０重量％以上、さらには９０重量％以上とするのが好ましい。
【００５２】
　式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸アルキルエステル（Ａ－１）、芳香環含有単量
体（Ａ－２）及び極性官能基含有単量体（Ａ－３）を含む単量体混合物の共重合体である
アクリル樹脂（Ａ）は、ゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）による標準
ポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍw が１００万～２００万の範囲にあるものを採用す
る。標準ポリスチレン換算の重量平均分子量が１００万以上であると、高温高湿下での接
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着性が向上し、液晶セルと粘着剤層との間に浮きや剥れの発生する可能性が低くなる傾向
にあり、しかもリワーク性が向上する傾向にあることから好ましい。またこの重量平均分
子量が２００万以下であると、その粘着剤層に貼着される偏光板の寸法が変化しても、そ
の寸法変化に粘着剤層が追随して変動するので、液晶セルの周縁部の明るさと中心部の明
るさとの間に差がなくなり、白ヌケや色ムラが抑制される傾向にあることから好ましい。
【００５３】
　重量平均分子量Ｍw と数平均分子量Ｍn の比Ｍw／Ｍnで表される分子量分布は、３～７
の範囲とする。分子量分布Ｍw／Ｍnを３～７の範囲とすることにより、液晶パネルないし
液晶表示装置が高温にさらされた場合でも、白ヌケなどの不具合が発生することが防止さ
れる。
【００５４】
　また、前記アクリル樹脂（Ａ）は、粘着性発現のため、そのガラス転移温度が－１０～
－６０℃の範囲にあることが好ましい。樹脂のガラス転移温度は一般に、示差走査熱量計
により測定することができる。
【００５５】
　粘着剤組成物を構成するアクリル樹脂（Ａ）は、例えば、溶液重合法、乳化重合法、塊
状重合法、懸濁重合法など、公知の各種方法によって製造することができる。このアクリ
ル樹脂の製造においては、通常、重合開始剤が用いられる。重合開始剤は、アクリル樹脂
の製造に用いられる全ての単量体の合計１００重量部に対して、 ０.００１～５重量部程
度使用される。
【００５６】
　重合開始剤としては、熱重合開始剤や光重合開始剤などが用いられる。光重合開始剤と
して、例えば、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピ
ル）ケトンなどを挙げることができる。熱重合開始剤として、例えば、２，２′－アゾビ
スイソブチロニトリル、２，２′－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、１，１′－
アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２′－アゾビス（２，４－ジメ
チルバレロニトリル）、２，２′－アゾビス（２，４－ジメチル－４－メトキシバレロニ
トリル）、ジメチル－２，２′－アゾビス（２－メチルプロピオネート）、及び２，２′
－アゾビス（２－ヒドロキシメチルプロピオニトリル）の如きアゾ系化合物；ラウリルパ
ーオキサイド、tert－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化ベンゾイル、tert－ブチル
パーオキシベンゾエート、クメンハイドロパーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシジ
カーボネート、ジプロピルパーオキシジカーボネート、tert－ブチルパーオキシネオデカ
ノエート、tert－ブチルパーオキシピバレート、及び（３，５，５－トリメチルヘキサノ
イル）パーオキサイドの如き有機過酸化物；過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、及び
過酸化水素の如き無機過酸化物などを挙げることができる。また、過酸化物と還元剤を併
用したレドックス系開始剤なども、重合開始剤として使用しうる。
【００５７】
　アクリル樹脂の製造方法としては、上に示した方法の中でも、溶液重合法が好ましい。
溶液重合法の具体例を挙げて説明すると、所望の単量体及び有機溶媒を混合し、窒素雰囲
気下で熱重合開始剤を添加して、４０～９０℃程度、好ましくは６０～８０℃程度で３～
１０時間程度攪拌する方法を挙げることができる。また、反応を制御するために、単量体
や熱重合開始剤を重合中に連続的又は間歇的に添加したり、有機溶媒に溶解した状態で添
加したりしてもよい。ここで、有機溶媒としては、例えば、トルエンやキシレンの如き芳
香族炭化水素類；酢酸エチルや酢酸ブチルの如きエステル類；プロピルアルコールやイソ
プロピルアルコールの如き脂肪族アルコール類；アセトン、メチルエチルケトン、及びメ
チルイソブチルケトンの如きケトン類などを用いることができる。
【００５８】
　〈架橋剤（Ｂ）〉
　以上のようなアクリル樹脂（Ａ）に架橋剤（Ｂ）を配合して、粘着剤組成物とする。架
橋剤（Ｂ）は、アクリル樹脂（Ａ）中の特に極性官能基含有単量体（Ａ－３）に由来する
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構造単位と反応し、アクリル樹脂を架橋させる化合物である。具体的には、イソシアネー
ト系化合物、エポキシ系化合物、アジリジン系化合物、金属キレート系化合物などが例示
される。これらのうち、イソシアネート系化合物、エポキシ系化合物及びアジリジン系化
合物は、アクリル樹脂（Ａ）中の極性官能基と反応し得る官能基を分子内に少なくとも２
個有する。
【００５９】
　イソシアネート系化合物は、分子内に少なくとも２個のイソシアナト基（－ＮＣＯ）を
有する化合物であり、例えば、トリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネ
ート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、水添キシリレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネ
ート、ナフタレンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアネートなどが挙げ
られる。また、これらのイソシアネート化合物に、グリセロールやトリメチロールプロパ
ンの如きポリオールを反応せしめたアダクト体や、イソシアネート化合物を二量体、三量
体等にしたものも、粘着剤に用いられる架橋剤となり得る。２種以上のイソシアネート系
化合物を混合して用いることもできる。
【００６０】
　エポキシ系化合物は、分子内に少なくとも２個のエポキシ基を有する化合物であり、例
えば、ビスフェノールＡ型のエポキシ樹脂、エチレングリコールジグリシジルエーテル、
ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、グリ
セリントリグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、トリ
メチロールプロパントリグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアニリン、Ｎ，Ｎ，
Ｎ′，Ｎ′－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ′－ジグ
リシジルアミノメチル）シクロヘキサンなどが挙げられる。２種以上のエポキシ系化合物
を混合して用いることもできる。
【００６１】
　アジリジン系化合物は、エチレンイミンとも呼ばれる１個の窒素原子と２個の炭素原子
からなる３員環の骨格を分子内に少なくとも２個有する化合物であり、例えば、ジフェニ
ルメタン－４，４′－ビス（１－アジリジンカルボキサミド）、トルエン－２，４－ビス
（１－アジリジンカルボキサミド）、トリエチレンメラミン、イソフタロイルビス－１－
（２－メチルアジリジン）、トリス－１－アジリジニルホスフィンオキサイド、ヘキサメ
チレン－１，６－ビス（１－アジリジンカルボキサミド）、トリメチロールプロパン　ト
リス－β－アジリジニルプロピオネート、テトラメチロールメタン　トリス－β－アジリ
ジニルプロピオネートなどが挙げられる。
【００６２】
　金属キレート化合物としては、例えば、アルミニウム、鉄、銅、亜鉛、スズ、チタン、
ニッケル、アンチモン、マグネシウム、バナジウム、クロム、及びジルコニウムの如き多
価金属に、アセチルアセトンやアセト酢酸エチルが配位した化合物などが挙げられる。
【００６３】
　これらの架橋剤の中でも、イソシアネート系化合物、とりわけ、キシリレンジイソシア
ネート、トリレンジイソシアネート若しくはヘキサメチレンジイソシアネート、又はこれ
らのイソシアネート化合物を、グリセロールやトリメチロールプロパンの如きポリオール
に反応せしめたアダクト体や、これらのイソシアネート化合物を二量体、三量体等にした
もの、これらのイソシアネート系化合物を混合したものなどが、好ましく用いられる。極
性官能基含有単量体（Ａ－３）が、遊離カルボキシル基、水酸基、アミノ基及びエポキシ
環から選ばれる極性官能基を有する場合は特に、架橋剤（Ｂ）の少なくとも一つとして、
イソシアネート系化合物を用いることが好ましい。上記の中でも好適なイソシアネート系
化合物として、トリレンジイソシアネート、トリレンジイソシアネートをポリオールに反
応せしめたアダクト体、トリレンジイソシアネートの二量体、及びトリレンジイソシアネ
ートの三量体、また、ヘキサメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネー
トをポリオールに反応せしめたアダクト体、ヘキサメチレンジイソシアネートの二量体、
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及びヘキサメチレンジイソシアネートの三量体が挙げられる。
【００６４】
　架橋剤（Ｂ）は、アクリル樹脂（Ａ）１００重量部に対し、 ０.０１～５重量部の割合
で配合される。架橋剤（Ｂ）の配合量は、好ましくはアクリル樹脂（Ａ）１００重量部に
対し、０.１～５重量部程度、さらには０.２～３重量部程度である。アクリル樹脂（Ａ）
１００重量部に対する架橋剤（Ｂ）の量が０.０１重量部以上、特に０.１重量部以上であ
ると、粘着剤層の耐久性が向上する傾向にあることから好ましく、また５重量部以下であ
ると、液晶パネルの白ヌケが目立たなくなることから好ましい。
【００６５】
　〈粘着剤組成物を構成するその他の成分〉
　本発明における粘着剤層を形成するための粘着剤組成物には、粘着剤層とガラスセルと
の密着性を向上させるために、シラン系化合物（Ｃ）を含有させることが好ましく、とり
わけ、架橋剤を配合する前のアクリル樹脂にシラン系化合物（Ｃ）を含有させておくこと
が好ましい。
【００６６】
　シラン系化合物（Ｃ）としては、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエト
キシシラン、ビニルトリス（２－メトキシエトキシ）シラン、Ｎ－（２－アミノエチル）
－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノ
プロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－グリシドキ
シプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、２
－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、３－クロロプロピル
メチルジメトキシシラン、３－クロロプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロイル
オキシプロピルトリメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－
グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラ
ン、３－グリシドキシプロピルジメトキシメチルシラン、３－グリシドキシプロピルエト
キシジメチルシランなどが挙げられる。２種以上のシラン系化合物（Ｃ）を使用してもよ
い。
【００６７】
　シラン系化合物（Ｃ）は、シリコーンオリゴマータイプのものであってもよい。シリコ
ーンオリゴマーを（モノマー）－（モノマー）コポリマーの形式で示すと、例えば、次の
ようなものを挙げることができる。
【００６８】
　３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、３－
メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、３－メルカ
プトプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、及び３－メルカプ
トプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマーの如き、メルカプトプ
ロピル基含有のコポリマー；
【００６９】
　メルカプトメチルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、メルカプト
メチルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、メルカプトメチルトリエ
トキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、及びメルカプトメチルトリエトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマーの如き、メルカプトメチル基含有のコポリマー；
【００７０】
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリ
マー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコ
ポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシラ
ンコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシ
シランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラ
メトキシシランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン
－テトラエトキシシランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキ
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シシラン－テトラメトキシシランコポリマー、及び３－メタクリロイルオキシプロピルメ
チルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマーの如き、メタクリロイルオキシ
プロピル基含有のコポリマー；
【００７１】
　３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマ
ー、３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリ
マー、３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポ
リマー、３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコ
ポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシ
ランコポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエト
キシシランコポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テト
ラメトキシシランコポリマー、及び３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマーの如き、アクリロイルオキシプロピル基含有のコ
ポリマー；
【００７２】
　ビニルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、ビニルトリメトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニルトリエトキシシラン－テトラメトキシシ
ランコポリマー、ビニルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニル
メチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、ビニルメチルジメトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニルメチルジエトキシシラン－テトラメトキ
シシランコポリマー、及びビニルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリ
マーの如き、ビニル基含有のコポリマー；
【００７３】
　３－アミノプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、３－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、３－アミノプロピル
トリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、３－アミノプロピルトリエトキ
シシラン－テトラエトキシシランコポリマー、３－アミノプロピルメチルジメトキシシラ
ン－テトラメトキシシランコポリマー、３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン－テ
トラエトキシシランコポリマー、３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン－テトラメ
トキシシランコポリマー、及び３－アミノプロピルメチルジエトキシシラン－テトラエト
キシシランコポリマーの如き、アミノ基含有のコポリマーなど。
【００７４】
　これらのシラン系化合物（Ｃ）は、多くの場合、液体である。粘着剤組成物におけるシ
ラン系化合物（Ｃ）の配合量は、アクリル樹脂（Ａ）の不揮発分１００重量部（２種類以
上用いる場合はその合計量）に対して、通常 ０.０１～１０重量部程度であり、好ましく
は ０.０３～１重量部の割合で使用される。アクリル樹脂（Ａ）の不揮発分１００重量部
に対するシラン系化合物の量が０.０１重量部以上、特に０.０３重量部以上であると、粘
着剤層とガラスセルとの密着性が向上することから好ましい。また、その量が１０重量部
以下、特に１重量部以下であると、粘着剤層からシラン系化合物のブリードアウトが抑制
される傾向にあることから好ましい。
【００７５】
　本発明における粘着剤層を形成するための粘着剤組成物には、帯電防止剤として、イオ
ン性化合物（Ｄ）を含有させることもできる。特に、アクリル樹脂（Ａ）を構成する芳香
環含有単量体（Ａ－２）が、前記式（II）で示される芳香環含有（メタ）アクリル化合物
であり、式（II）中のｎが２以上である場合には、白ヌケの抑制に一層有効であり、この
単量体が共重合されたアクリル樹脂を含む粘着剤組成物中にイオン性化合物（Ｄ）を配合
することにより、高い白ヌケ抑制効果を維持したまま良好な帯電防止性を付与することが
できる。ここでいうイオン性化合物とは、カチオンとアニオンの組合せで存在する化合物
であり、カチオン及びアニオンはそれぞれ、無機のものであっても有機のものであっても
よいが、アクリル樹脂（Ａ）との相溶性の観点からは、カチオン及びアニオンの少なくと
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も一方が有機基を含むイオン性化合物であるのが好ましい。
【００７６】
　イオン性化合物を構成するカチオンの例を挙げると、リチウムカチオン、下式（III） 
で示されるピリジニウム系カチオン、下式（IV）で示される４級アンモニウムカチオンな
どがある。
【００７７】
【化３】

【００７８】
　式（III）中、Ｒ5～Ｒ9 は、それぞれ独立に水素原子又は炭素数１～６のアルキル基を
表し、Ｒ10は、炭素数１～１６のアルキル基を表し；
　式（IV）中、Ｒ11は炭素数１～１２のアルキル基を表し、Ｒ12、Ｒ13及びＲ14はそれぞ
れ独立に炭素数６～１２のアルキル基を表す。
【００７９】
　上記式（III） で示されるピリジニウム系カチオンは、総炭素数が６以上となるが、中
でも総炭素数が８以上、とりわけ１０以上であることが、アクリル樹脂（Ａ）との相溶性
の観点から好ましい。またその総炭素数は、３６以下、さらには３０以下であるのが好ま
しい。式（III） で示されるピリジニウム系カチオンの中でも、ピリジン環の４－位の炭
素原子に結合するＲ7 がアルキル基であり、ピリジン環の他の炭素原子に結合する Ｒ5、
Ｒ6、Ｒ8及びＲ9 がそれぞれ水素原子であるものは、好ましいカチオンの一つである。式
（III） で示されるピリジニウム系カチオンの具体例としては、次のようなものを挙げる
ことができる。
【００８０】
　Ｎ－メチル－４－ヘキシルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－ブチル－４－メチルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－ブチル－２，４－ジエチルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－ブチル－２－ヘキシルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－ヘキシル－２－ブチルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－ヘキシル－４－メチルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－ヘキシル－４－エチルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－ヘキシル－４－ブチルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－オクチル－４－エチルピリジニウムカチオン、
　Ｎ－オクチルピリジニウムカチオンなど。
【００８１】
　上記式（IV）で示されるアンモニウムカチオンは、テトラアルキルアンモニウムカチオ
ンであり、このテトラアルキルアンモニウムカチオンは、総炭素数が２０以上、さらには
２２以上であるのが、アクリル樹脂（Ａ）との相溶性の観点から好ましい。またその総炭
素数は、３６以下、さらには３０以下であるのが好ましい。式（IV）で示されるテトラア
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ルキルアンモニウムカチオンの具体例としては、次のようなものを挙げることができる。
【００８２】
　テトラヘキシルアンモニウムカチオン、
　テトラオクチルアンモニウムカチオン、
　トリブチルメチルアンモニウムカチオン、
　トリヘキシルメチルアンモニウムカチオン、
　トリオクチルメチルアンモニウムカチオン、
　トリデシルメチルアンモニウムカチオン、
　トリヘキシルエチルアンモニウムカチオン、
　トリオクチルエチルアンモニウムカチオンなど。
【００８３】
　一方、イオン性化合物を構成するアニオンの例を挙げると、次のようなものがある。
【００８４】
　クロライドアニオン〔Ｃｌ-〕、
　ブロマイドアニオン〔Ｂｒ-〕、
　ヨーダイドアニオン〔Ｉ-〕、
　テトラクロロアルミネートアニオン〔ＡｌＣｌ4

-〕、
　ヘプタクロロジアルミネートアニオン〔Ａｌ2Ｃｌ7

-〕、
　テトラフルオロボレートアニオン〔ＢＦ4

-〕、
　ヘキサフルオロホスフェートアニオン〔ＰＦ6

-〕、
　パークロレートアニオン〔ＣｌＯ4

-〕、
　ナイトレートアニオン〔ＮＯ3

-〕、
　アセテートアニオン〔ＣＨ3ＣＯＯ-〕、
　トリフルオロアセテートアニオン〔ＣＦ3ＣＯＯ-〕、
　メタンスルホネートアニオン〔ＣＨ3ＳＯ3

-〕、
　トリフルオロメタンスルホネートアニオン〔ＣＦ3ＳＯ3

-〕、
　ビス（フルオロスルホニル）イミドアニオン〔（ＦＳＯ2）2Ｎ

-〕、
　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドアニオン〔（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ

-〕、
　トリス（トリフルオロメタンスルホニル）メタニドアニオン〔（ＣＦ3ＳＯ2）3Ｃ

-〕、
　ヘキサフルオロアーセネートアニオン〔ＡｓＦ6

-〕、
　ヘキサフルオロアンチモネートアニオン〔ＳｂＦ6

-〕、
　ヘキサフルオロニオベートアニオン〔ＮｂＦ6

-〕、
　ヘキサフルオロタンタレートアニオン〔ＴａＦ6

-〕、
　（ポリ）ハイドロフルオロフルオライドアニオン〔Ｆ(ＨＦ)n

-〕（ｎは１～３程度）、
　チオシアンアニオン〔ＳＣＮ-〕
　ジシアナミドアニオン〔（ＣＮ）2Ｎ

-〕、
　パーフルオロブタンスルホネートアニオン〔Ｃ4Ｆ9ＳＯ3

-〕、
　ビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミドアニオン〔（Ｃ2Ｆ5ＳＯ2）2Ｎ

-〕、
　パーフルオロブタノエートアニオン〔Ｃ3Ｆ7ＣＯＯ-〕、
　（トリフルオロメタンスルホニル）（トリフルオロメタンカルボニル）イミドアニオン
〔（ＣＦ3ＳＯ2）（ＣＦ3ＣＯ）Ｎ-〕など。
【００８５】
　イオン性化合物の具体例は、上記したカチオンとアニオンの組合せから適宜選択するこ
とができる。具体的なカチオンとアニオンの組合せであるイオン性化合物として、次のよ
うなものが挙げられる。
【００８６】
　リチウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　リチウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　リチウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　リチウム　ヨーダイド（ヨウ化リチウム）、
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　Ｎ－メチル－４－ヘキシルピリジニウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　Ｎ－ブチル－２－メチルピリジニウム　ビス(フルオロスルホニル)イミド、
　Ｎ－ヘキシル－４－メチルピリジニウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　Ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　Ｎ－メチル－４－ヘキシルピリジニウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、
　Ｎ－ブチル－２－メチルピリジニウム　ビス(トリフルオロメタンスルホニル)イミド、
　Ｎ－ヘキシル－４－メチルピリジニウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、
　Ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、
　Ｎ－メチル－４－ヘキシルピリジニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　Ｎ－ブチル－２－メチルピリジニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　Ｎ－ヘキシル－４－メチルピリジニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　Ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　Ｎ－メチル－４－ヘキシルピリジニウム　パークロレート、
　Ｎ－ブチル－２－メチルピリジニウム　　パークロレート、
　Ｎ－ヘキシル－４－メチルピリジニウム　　パークロレート、
　Ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウム　パークロレート、
　テトラヘキシルアンモニウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　トリブチルメチルアンモニウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　トリヘキシルメチルアンモニウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　トリオクチルメチルアンモニウム　ビス（フルオロスルホニル）イミド、
　テトラヘキシルアンモニウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　トリブチルメチルアンモニウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　トリヘキシルメチルアンモニウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　トリオクチルメチルアンモニウム　ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
　テトラヘキシルアンモニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　トリブチルメチルアンモニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　トリヘキシルメチルアンモニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　トリオクチルメチルアンモニウム　ヘキサフルオロホスフェート、
　テトラヘキシルアンモニウム　パークロレート、
　トリブチルメチルアンモニウム　パークロレート、
　トリヘキシルメチルアンモニウム　パークロレート、
　トリオクチルメチルアンモニウム　パークロレートなど。
【００８７】
　これらのイオン性化合物は、それぞれ単独で、又は２種以上組み合わせて用いることが
できる。イオン性化合物（Ｄ）を配合する場合、その量は、アクリル樹脂（Ａ）１００重
量部に対し、通常０.５～８重量部程度であり、好ましくは０.８～４重量部である。
【００８８】
　以上説明した粘着剤組成物にはさらに、架橋触媒、耐候安定剤、タッキファイヤー、可
塑剤、軟化剤、染料、顔料、無機フィラー、アクリル樹脂以外の樹脂などを配合してもよ
い。粘着剤に紫外線硬化性化合物を配合し、粘着剤層形成後に紫外線を照射して硬化させ
ることで、より硬い粘着剤層とするのも有用である。また、粘着剤に架橋剤とともに架橋
触媒を配合すれば、粘着剤層を短時間の熟成で調製することができ、得られる粘着剤付き
偏光板において、偏光板と粘着剤層との間に浮きや剥れが発生したり粘着剤層内で発泡が
起こったりすることを抑制でき、リワーク性も一層良好になることがある。架橋触媒とし
ては、例えば、ヘキサメチレンジアミン、エチレンジアミン、ポリエチレンイミン、ヘキ
サメチレンテトラミン、ジエチレントリアミン、トリエチレンテトラミン、イソホロンジ
アミン、トリメチレンジアミン、ポリアミノ樹脂、及びメラミン樹脂の如きアミン系化合
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物などを挙げることができる。粘着剤に架橋触媒としてアミン系化合物を配合する場合、
架橋剤としてはイソシアネート系化合物が好適である。
【００８９】
　粘着剤を構成するこれらの各成分は、必要に応じて溶剤に溶かした状態で、必須成分で
あるアクリル樹脂（Ａ）及び架橋剤（Ｂ）と混合して粘着剤組成物とすることができる。
この粘着剤組成物を適当な基材上に塗布し、乾燥させて、粘着剤層とすることができる。
【００９０】
　〈粘着剤層のゲル分率〉
　本発明では先にも述べたように、粘着剤層は、そのゲル分率が６０～９９重量％となる
ようにする。粘着剤層のゲル分率が６０重量％以上であると、粘着剤層の耐久性が向上す
ることから好ましく、またそのゲル分率が９９重量％以下であると、製造しやすいことか
ら好ましい。ここでゲル分率は、以下の（１）～（４）に従って測定される値である。
【００９１】
　（１）約８cm×約８cmの面積の粘着剤層と、約１０cm×約１０cmの SUS304 からなる金
属メッシュ（その重量をＷm とする）とを貼合する。
　（２）上記（１）で得られた貼合物の重量を秤量して、その重量をＷs とし、次に粘着
剤層を包み込むように４回折りたたんでホッチキス（ステープラー）で留めたのち秤量し
て、その重量をＷb とする。
　（３）上記（２）でホッチキス留めしたメッシュをガラス容器に入れ、酢酸エチル６０
mLを加えて浸漬した後、このガラス容器を室温で３日間保管する。
　（４）ガラス容器からメッシュを取り出し、１２０℃で２４時間乾燥した後秤量して、
その重量をＷa とし、次式に基づいてゲル分率を計算する。
　　ゲル分率（重量％）＝〔{Ｗa－(Ｗb－Ｗs)－Ｗm}／(Ｗs－Ｗm)〕×１００
【００９２】
　粘着剤層のゲル分率は、例えば、粘着剤組成物の有効成分であるアクリル樹脂（Ａ）の
種類や架橋剤（Ｂ）の量により調整することができる。具体的には、アクリル樹脂（Ａ）
における極性官能基含有単量体（Ａ－３）の量を多くするか、又は粘着剤組成物における
架橋剤（Ｂ）の量を多くすれば、ゲル分率が高くなるので、極性官能基含有単量体及び／
又は架橋剤の量によって、ゲル分率を調整すればよい。極性官能基含有単量体（Ａ－３）
については、アクリル樹脂（Ａ）中の当該極性官能基含有単量体（Ａ－３）に由来する構
造単位の量を、 ０.１～５重量％の範囲から、アクリル樹脂（Ａ）を構成する他の成分と
の組合せ、さらには架橋剤の種類及び量との組合せで、ゲル分率が上記範囲となるように
選択し、調整すればよい。一方、架橋剤（Ｃ）の量については、粘着剤層を構成するアク
リル樹脂の不揮発分１００重量部（２種類以上用いる場合はその合計量）に対する架橋剤
の配合量を、 ０.１～５重量部程度の範囲から、アクリル樹脂の種類に合わせて選択する
のが好ましい。
【００９３】
　偏光板２１，２２上の粘着剤層３１，３２は、例えば、剥離フィルムの上に、上記の粘
着剤組成物を塗布して粘着剤層を形成し、得られた粘着剤層を偏光板２１，２２の表面に
貼り合わせる方法、偏光板２１，２２の上に粘着剤組成物を塗布して粘着剤層を形成し、
その粘着剤面に剥離フィルムを貼り合わせて保護する方法などにより、設けることができ
る。ここで用いる剥離フィルムは、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレン
テレフタレート、ポリカーボネート、ポリアリレート等の各種透明樹脂からなるフィルム
を基材とし、この基材の粘着剤層との接合面に、シリコーン処理の如き離型処理が施され
たもので構成することができる。
【００９４】
　粘着剤層３１，３２の厚みは特に限定されないが、通常は３０μm 以下であるのが好ま
しく、また１０μm 以上であるのが好ましく、さらに好ましくは１５～２５μm である。
粘着剤層の厚みが３０μm 以下であると、高温高湿下での接着性が向上し、ガラスセルと
粘着剤層との間に浮きや剥れの発生する可能性が低くなる傾向にあり、しかもリワーク性
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が向上する傾向にあることから好ましく、またその厚みが１０μm 以上であると、そこに
貼合されている偏光板の寸法が変化しても、その寸法変化に粘着剤層が追随して変動する
ので、液晶セルの周縁部の明るさと中心部の明るさとの間に差がなくなり、白ヌケや色ム
ラが抑制される傾向にあることから好ましい。従来から一般に、液晶表示用ガラスセルに
貼着される粘着剤層の厚みは、２５μm が標準とされていたが、本発明においては、その
厚みを２０μm 以下としても、粘着剤層として十分な性能を発揮する。
【００９５】
　本発明で規定する粘着剤層が設けられた偏光板は、液晶セルに貼着して液晶パネルとし
た後、なんらかの不具合があってその偏光板を液晶セルから剥離する場合に、粘着剤層は
偏光板に伴って剥離され、粘着剤層と接していた液晶セルの表面に、曇りや糊残りなどが
ほとんど発生しないことから、剥離後の液晶セルに再び、粘着剤層付き偏光板を貼り直す
ことが容易である。すなわち、いわゆるリワーク性に優れている。
【００９６】
［偏光板］
　図１に示した第一の偏光板２１及び第二の偏光板２２はそれぞれ、その表面に垂直に入
射する光のうち、ある振動面をもつ直線偏光を透過し、それと直交する振動面をもつ直線
偏光を吸収する偏光フィルムを含んで構成される。かかる偏光フィルムは、通常、ポリビ
ニルアルコール系樹脂フィルムに、ヨウ素又は二色性有機染料からなる二色性色素を吸着
配向させて製造される。偏光フィルムそれ自体は、二色性色素を配向させるために高度に
延伸されていることから、裂けやすい。そこで通常は、上記のような偏光フィルムの少な
くとも片面に透明保護層が設けられて偏光板となる。
【００９７】
　本発明に適用するのに好適な、液晶セルに貼着するための粘着剤層が設けられた偏光板
の層構成の例を、図２に断面模式図で示した。図２では、図１に示す第一の偏光板２１及
び第二の偏光板２２の両方を意味するために、偏光板に参照符２０を付している。また、
図１に示す第一の粘着剤層３１及び第二の粘着剤層３２の両方を意味するために、液晶セ
ルへの貼着に用いられる粘着剤層に参照符３０を付している。第一の偏光板２１及び第二
の偏光板２２は、同じ層構成であってもよいし、異なる層構成であってもよい。
【００９８】
　偏光板２０の一つの形態は、図２（Ａ）に示すように、偏光フィルム２５の両面に透明
保護層２６，２７が設けられたものであり、その液晶セルに貼着される面（図示の例では
透明保護層２７の外面）に、液晶セル貼着用の粘着剤層３０が設けられる。別の形態は、
図２（Ｂ）に示すように、偏光フィルム２５の両面に透明保護層２６，２７が設けられ、
その液晶セル側となる面（図示の例では透明保護層２７の外面）に、位相差フィルムを代
表例とする光学補償フィルム２８が積層されたものであり、その光学補償フィルム２８の
外側に液晶セルへの貼着用粘着剤層３０が設けられる。この場合、透明保護層２７と光学
補償フィルム２８との貼合には通常、層間粘着剤２９が用いられる。
【００９９】
　偏光板２０のもう一つの形態は、図２（Ｃ）に示すように、偏光フィルム２５の片面に
透明保護層２６が設けられたものであり、この状態で直接液晶セルに貼着する場合は、偏
光フィルム２５のもう一方の面に液晶セルへの貼着用粘着剤層３０が設けられる。もう一
つ別の形態は、図２（Ｄ）に示すように、偏光フィルム２５の片面に透明保護層２６が設
けられ、もう一方の面には層間粘着剤２９を介して、位相差フィルムを代表例とする光学
補償フィルム２８が積層されたものであり、その光学補償フィルム２８の外側に液晶セル
への貼着用粘着剤層３０が設けられる。
【０１００】
　透明保護層２６，２７は、例えば、樹脂のコーティングによって形成することもできる
が、一般には、接着剤を介して透明保護フィルムを貼合することにより構成されることが
多い。透明保護フィルムとしては、例えば、セルロース系樹脂フィルム、オレフィン系樹
脂フィルム、シクロオレフィン系樹脂フィルム、アクリル系樹脂フィルム、ポリエステル
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系樹脂フィルムなど、各種の透明樹脂フィルムを用いることができる。
【０１０１】
　保護フィルムとしてセルロース系樹脂フィルムを用いる場合は、セルロースの少なくと
も一部が酢酸エステル化された酢酸セルロース系樹脂が好適である。例えば、トリアセチ
ルセルロース、ジアセチルセルロース、セルロースアセテートプロピオネートなどが挙げ
られる。このような酢酸セルロース系樹脂フィルムは、適宜の市販品を用いることができ
る。例えば、富士フイルム（株）から販売されている “フジタック TD80”、“フジタッ
ク TD80UF”及び“フジタック TD80UZ”、コニカミノルタオプト（株）から販売されてい
る“KC8UX2M”及び“KC8UY”など（いずれも商品名）が、好適なものとして挙げられる。
【０１０２】
　シクロオレフィン系樹脂は、例えば、ノルボルネンやテトラシクロドデセン（別名ジメ
タノオクタヒドロナフタレン）又はそれらの誘導体を代表例とするシクロオレフィンの単
量体単位を有する熱可塑性の樹脂であり、上記シクロオレフィンの開環重合体や２種以上
のシクロオレフィンを用いた開環共重合体の水素添加物であることができるほか、シクロ
オレフィンと鎖状オレフィンやビニル基を有する芳香族化合物との付加共重合体であって
もよい。また、極性基が導入されていてもよい。
【０１０３】
　市販の熱可塑性シクロオレフィン系樹脂としては、例えば、ＪＳＲ（株）から販売され
ている“アートン”（ARTON） 、日本ゼオン（株）から販売されている“ゼオネックス”
（ZEONEX）及び“ゼオノア”（ZEONOR）、ドイツの TOPAS ADVANCED POLYMERS GmbH にて
生産され、日本ではポリプラスチックス（株）から販売されている“TOPAS” 、三井化学
（株）から販売されている“アペル”など（いずれも商品名）がある。
【０１０４】
　このようなシクロオレフィン系樹脂を製膜してフィルムとするにあたり、製膜には、溶
剤キャスト法や溶融押出法など、公知の製膜手法が適宜用いられる。製膜されたシクロオ
レフィン系樹脂フィルムや、さらに延伸して位相差が付与されたシクロオレフィン系樹脂
フィルムも市販されている。例えば、ＪＳＲ（株）から販売されている“アートンフィル
ム”、日本ゼオン（株）から販売されている“ゼオノアフィルム”、積水化学工業（株）
から販売されている“エスシーナ”及び“SCA40” など（いずれも商品名）があり、これ
らを好適に用いることができる。
【０１０５】
　先述のとおり、偏光フィルムの少なくとも片面、通常は、図１を参照して少なくとも液
晶セル１０から遠い側となる表面に上記のような保護フィルムが積層される。
【０１０６】
　偏光フィルム２５の液晶セル側となる面には、図２（Ａ）に示すように、接着剤を介し
て透明保護フィルム２７を積層することができ、さらに図２（Ｂ）に示すように、その外
側に層間粘着剤２９を介して光学補償フィルム２８を貼合することもできる。またこの面
には、図２（Ｃ）に示すように直接、液晶セルへの貼着用粘着剤層３０を形成したり、あ
るいは図２（Ｄ）に示すように層間粘着剤２９を介して光学補償フィルム２８を貼合した
りすることができる。ここで、液晶セル１０に直接貼着される粘着剤層３０は、先に説明
した本発明で規定する粘着剤組成物から形成することが好ましいが、保護フィルム２７に
光学補償フィルム２８を貼合したり、偏光フィルム２５に光学補償フィルム２８を貼合し
たりするための層間粘着剤２９は、それ以外の粘着剤組成物から形成してもよい。保護フ
ィルム２７又は偏光フィルム２５に光学補償フィルム２８を貼着するために用いる層間粘
着剤２９は、例えば、芳香環含有単量体（Ａ－２）が共重合されていない以外は上の説明
に準ずるアクリル樹脂に、架橋剤が配合されたアクリル系粘着剤組成物から形成すること
ができる。
【０１０７】
　図１に示す液晶パネルにおいて、第一の偏光板２１及び第二の偏光板２２のうち少なく
とも一方は、図２（Ａ）に示すような、保護フィルム２６／偏光フィルム２５／保護フィ
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ルム２７の構成とすることが好ましい。
【０１０８】
　表面処理層を設けることの容易性及び光学特性の観点から、偏光フィルム２５の液晶セ
ルから遠い側に配置される保護フィルム２６は、トリアセチルセルロースフィルムをはじ
めとする酢酸セルロース系樹脂フィルムで構成することが好ましい。とりわけ、面内の位
相差値Ｒo が０～２０nmの範囲にあり、厚み方向の位相差値Ｒthが２０～８０nmの範囲に
ある酢酸セルロース系樹脂フィルムは、溶剤キャスト法によって直接製造することができ
るため、液晶セルから遠い側に配置される好ましい保護フィルムの一つである。
【０１０９】
　ここで、光学異方性を示すフィルムについて、面内位相差値Ｒo 及び厚み方向位相差値
Ｒthは、面内の遅相軸方向の屈折率をｎx 、面内で遅相軸と直交する方向（進相軸方向）
の屈折率をｎy、厚み方向の屈折率をｎz、そして厚みをｄとしたときに、以下の式（５）
及び（６）で定義される。
　　Ｒo ＝（ｎx－ｎy）×ｄ　　　　　　　　（５）
　　Ｒth＝〔(ｎx＋ｎy)／２－ｎz〕×ｄ 　　（６）
【０１１０】
　また、一般的な液晶表示装置においては、優れた表示性能を得るため、図２の（Ｂ）及
び（Ｄ）に示すように、偏光板２０の液晶セル側に光学補償フィルム２８を配置したり、
図２（Ａ）に示す例における偏光板２０の液晶セル側となる保護フィルム２７自体に位相
差を持たせたりするなどして、補償機能を付与することが好ましい。光学補償フィルムや
位相差が付与された保護フィルムにおける位相差値は、液晶のモードや目的とする画質な
どに応じて、適切な値を任意に選択できる。
【０１１１】
　例えば、垂直配向（ＶＡ）モードの液晶表示装置に対する補償機能を偏光板に付与する
場合、光入射側偏光板の液晶セル側に配置される保護フィルム、及び光出射側偏光板の液
晶セル側に配置される保護フィルムのうち少なくとも一方は、位相差フィルムの機能を兼
ね備えるものであることが好ましい。この場合、位相差フィルムの機能を兼ね備える保護
フィルムは、面内に遅相軸及び進相軸が存在する。遅相軸と進相軸は、それぞれ面内で直
交する関係になる。
【０１１２】
　ＶＡモードの液晶セルに対して有効な補償機能を付与する場合、光入射側偏光板及び光
出射側偏光板のそれぞれ、液晶セル側に位置する保護フィルム２７のうち少なくとも一方
は、面内の位相差値Ｒo が３０～８０nm、そして厚み方向の位相差値Ｒthが８０～２５０
nmの範囲にあることが好ましい。またこの場合は、位相差を有する保護フィルム２７の遅
相軸方向が、貼り合わされている偏光フィルム２５の吸収軸方向と実質的に直交関係とな
るように配置されていることが好ましい。液晶セルの両面に配置される偏光板のそれぞれ
液晶セル側に位置する保護フィルム２７の両方を、このような位相差値を有するフィルム
で構成することは、一層好ましい。
【０１１３】
　ＶＡモードの液晶セルに貼着して用いられる偏光板において、液晶セル側となる保護フ
ィルムの面内の位相差値Ｒo が３０nmを下回ると、偏光軸の視角補償が不十分となり、黒
表示での斜角からの光抜けが増大して視野角が狭くなる傾向にある。一方、その値が８０
nmを超えると、逆に視角が過補償されて光抜けに悪影響を与えることがある。また、厚み
方向の位相差値Ｒthも面内の位相差値と同様、小さすぎると液晶層の視角補償が不十分と
なり、逆に大きすぎると過補償される状態となる傾向にある。
【０１１４】
　酢酸セルロース系樹脂フィルムは、延伸することで任意の位相差値を付与することがで
きる。ＶＡモードの液晶セルの光学補償に適する位相差が発現された酢酸セルロース系樹
脂フィルムとして、延伸により二軸配向性の位相差を発現させたものが市販されている。
例えば、コニカミノルタオプト（株）から販売されている “KC8UCR-5”、“KC4FR-T”、
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“KC4HR-T” など（いずれも商品名）がある。このような位相差が付与された酢酸セルロ
ース系樹脂フィルムは、液晶セル側となる保護フィルム〔図２（Ａ）における保護フィル
ム２７〕として、好ましく適用できる。
【０１１５】
　また、シクロオレフィン系樹脂フィルムも、延伸することで任意の位相差値を付与する
ことができる。延伸は通常、フィルムをロールから巻き出しながら連続的に行われ、加熱
炉にて、ロールの進行方向へ、又は進行方向と直交する方向へ延伸される。加熱炉の温度
は、シクロオレフィン系樹脂のガラス転移温度近傍からガラス転移温度＋１００℃の範囲
が、通常採用される。好ましくは、ロールの進行方向と直交する方向が主たる延伸軸とな
るように、すなわち横延伸を主体として延伸される。延伸倍率は、主たる延伸軸方向で通
常 １.１～６倍程度、好ましくは１.１～３.５倍である。このような位相差が付与された
シクロオレフィン系樹脂フィルムも、液晶セル側となる保護フィルム〔図２（Ａ）におけ
る保護フィルム２７〕として、好ましく適用できる。
【０１１６】
　ＶＡモードの液晶パネルにおいて、一つの好ましい形態では、図１に示す第一の偏光板
２１及び第二の偏光板２２のうち少なくとも一方が、図２（Ａ）に示すような、保護フィ
ルム２６／偏光フィルム２５／保護フィルム２７の構成とされる。そして、この場合のさ
らに好ましい一形態では、偏光フィルム２５を挟む２枚の保護フィルムのうち液晶セルか
ら遠い側となる保護フィルム２６は、面内の位相差値Ｒo が０～２０nmで厚み方向の位相
差値Ｒthが２０～８０nmである酢酸セルロース系樹脂で構成され、液晶セル側となる保護
フィルム２７は、面内の位相差値Ｒo が３０～８０nmで厚み方向の位相差値Ｒthが８０～
２５０nmである酢酸セルロース系樹脂で構成される。
【０１１７】
　一方、横電界（ＩＰＳ）モードの液晶セルに対して有効な補償機能を偏光板に付与する
場合、光入射側偏光板及び光出射側偏光板のそれぞれ、液晶セル側に位置する保護フィル
ムのうち少なくとも一方は、面内の位相差値Ｒo が０～１０nm、厚み方向の位相差値Ｒth
が－２５～２５nmの範囲にあることが好ましく、さらにはＲthがほぼゼロである、実質的
に無配向のフィルムを用いることがより好ましい。液晶セルの両面に配置される偏光板の
それぞれ液晶セル側に位置する保護フィルムの両方を、このような位相差値を有するもの
で構成することは、一層好ましい。面内の位相差値Ｒo 及び厚み方向の位相差値Ｒthを上
記の範囲とすることによって、斜め方向の光漏れ量が小さく、鮮明な表示が可能となる。
【０１１８】
　上記の如きＩＰＳモードの補償に適したフィルムとして、好ましくは酢酸セルロース系
樹脂フィルムやシクロオレフィン系樹脂フィルムを用いることができる。酢酸セルロース
系樹脂にレタデーション低減剤を添加することで厚み方向の位相差値Ｒthを実質的にゼロ
としたフィルムが市販されており、例えば、コニカミノルタオプト（株）から販売されて
いる“KC4UEW”や“KC4UESW” など（いずれも商品名）がある。このような位相差が制御
された酢酸セルロース系樹脂フィルムは、液晶セル側となる保護フィルム〔図２（Ａ）に
おける保護フィルム２７〕として、好ましく適用できる。
【０１１９】
　また、面内の位相差値Ｒo 及び厚み方向の位相差値Ｒthを極力低減させたシクロオレフ
ィン系樹脂フィルムとしては、先述した市販のシクロオレフィン系樹脂フィルムに対し、
フィルムに残留する面内及び厚み方向の歪みを熱処理によって緩和させる等の方法により
作製したものが適用できる。
【０１２０】
　ＩＰＳモードの液晶パネルにおいても、一つの好ましい形態では、図１に示す第一の偏
光板２１及び第二の偏光板２２のうち少なくとも一方が、図２（Ａ）に示すような、保護
フィルム２６／偏光フィルム２５／保護フィルム２７の構成とされる。この場合のさらに
好ましい一形態では、偏光フィルム２５を挟む２枚の保護フィルムのうち液晶セルから遠
い側となる保護フィルム２６は、面内の位相差値Ｒo が０～２０nmで厚み方向の位相差値
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が２０～８０nmである酢酸セルロース系樹脂で構成され、液晶セル側となる保護フィルム
２７は、面内の位相差値Ｒo が０～１０nmで厚み方向の位相差値Ｒthが－２５～２５nmで
ある酢酸セルロース系樹脂で構成される。
【０１２１】
　図１に示す第一の偏光板２１及び第二の偏光板２２のうち少なくとも一方を図２（Ａ）
に示すような保護フィルム２６／偏光フィルム２５／保護フィルム２７の構成とする場合
に、別の好ましい形態では、液晶セルから遠い側となる保護フィルム２６は、酢酸セルロ
ース系樹脂で構成され、液晶セル側となる保護フィルム２７は、シクロオレフィン系樹脂
で構成される。
【０１２２】
　光入射側偏光板の液晶セル側保護フィルムが位相差を有する場合、また光出射側偏光板
の液晶セル側保護フィルムが位相差を有する場合、光入射側偏光板を構成する偏光フィル
ムと液晶セル側保護フィルム、そして光出射側偏光板を構成する偏光フィルムと液晶セル
側保護フィルムは、偏光フィルムの吸収軸と保護フィルムの面内遅相軸とがほぼ平行関係
又はほぼ直交関係となるように配置すればよい。特に、両者がほぼ直交関係となるように
配置するのが生産性の面から好ましい。すなわち、光入射側偏光板の液晶セル側保護フィ
ルム及び／又は光出射側偏光板の液晶セル側保護フィルムを、位相差を有する屈折率異方
性フィルムで構成する場合、横延伸を主体とする延伸操作で製造するのが好ましく、その
場合の遅相軸はロールフィルムの幅方向となることから、ロールフィルムの長手方向（流
れ方向）が吸収軸である偏光フィルムとロール・ツー・ロール貼合することで、偏光フィ
ルムの吸収軸と保護フィルムの遅相軸が直交関係になる。
【０１２３】
　酢酸セルロース系樹脂フィルムは、偏光フィルムとの接着性を高めるため、通常はケン
化処理が施される。ケン化処理としては、水酸化ナトリウムや水酸化カリウムのようなア
ルカリの水溶液に浸漬する方法が採用できる。
【０１２４】
　偏光板に用いられる保護フィルムにおいて、その厚みは小さい方が好ましいが、薄すぎ
ると、強度が低下して加工性に劣る傾向にあり、また厚すぎると、透明性が低下したり偏
光板の重量が大きくなったりする傾向にある。このような観点から、保護フィルムの厚み
は、シクロオレフィン系樹脂からなる保護フィルムの場合は、通常５～２００μm 、好ま
しくは１０～１５０μm 、より好ましくは２０～１００μm であり、また酢酸セルロース
系樹脂からなる保護フィルムの場合は、通常２０～２００μm 、好ましくは３０～１５０
μm 、より好ましくは４０～１００μm である。
【０１２５】
　偏光板を構成する保護フィルムは、偏光フィルムに貼着する面と反対側の面に、防眩処
理、ハードコート処理、帯電防止処理、反射防止処理などの表面処理が施されたものであ
ってもよい。また、保護フィルムの偏光フィルムに貼着する面と反対側の面に、液晶性化
合物、その高分子量化合物などからなるコート層が形成されていてもよい。
【０１２６】
［液晶表示装置］
　図１に示した液晶パネルは、第一の偏光板２１及び第二の偏光板２２のうちいずれかの
外側にバックライトを配置して、液晶表示装置とすることができる。バックライトと偏光
板の間には、その液晶表示装置に求められる表示特性に応じて、集光層、光拡散層、輝度
向上層など、公知の各種光学層が配置されてもよい。
【０１２７】
　本発明の液晶パネルを用いた液晶表示装置は、例えば、ノート型、デスクトップ型、携
帯情報端末（ＰＤＡ：Personal Digital Assistance） などを包含するパーソナルコンピ
ュータ用液晶ディスプレイ、テレビ、車載用ディスプレイ、電子辞書、デジタルカメラ、
デジタルビデオカメラ、電子卓上計算機、時計などに用いることができる。特に、近年大
型化の傾向にある液晶テレビに対して有効である。
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【実施例】
【０１２８】
　以下、実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれらの例によっ
て限定されるものではない。例中、使用量ないし含有量を表す「部」及び「％」は、特に
断りがない限り重量基準である。
【０１２９】
　以下の例において、重量平均分子量及び数平均分子量は、ＧＰＣ装置に、カラムとして
東ソー（株）製の“TSKgel XL” を４本と昭和電工（株）製で昭光通商（株）から販売さ
れている“Shodex GPC KF-802” を１本、計５本を直列につないで配置し、溶出液として
テトラヒドロフランを用いて、試料濃度５mg／mL、試料導入量１００μL 、温度４０℃、
流速１mL／分の条件で、標準ポリスチレン換算により測定した値である。
【０１３０】
　まず、粘着剤組成物の主成分となるアクリル樹脂の製造例を示す。
【０１３１】
［重合例１］
　冷却管、窒素導入管、温度計及び攪拌機を備えた反応容器に、酢酸エチル ８１.８部、
（Ａ－１）としてアクリル酸ブチル ９３.４部、（Ａ－２）としてアクリル酸２－フェノ
キシエチル５.０部、（Ａ－３）としてアクリル酸２－ヒドロキシエチル１.０部及びアク
リル酸 ０.６部を仕込み、窒素ガスで装置内の空気を置換して酸素不含としながら、内温
を５５℃に上げた。その後、重合開始剤であるアゾビスイソブチロニトリル ０.１４部を
酢酸エチル１０部に溶かした溶液を全量添加した。開始剤の添加後１時間この温度で保持
し、次に内温を５４～５６℃に保ちながら、酢酸エチルを添加速度１７.３部／hr で反応
容器内へ連続的に加え、アクリル樹脂の濃度が３５％となった時点で酢酸エチルの添加を
止め、さらに酢酸エチルの添加開始から１２時間経過するまでこの温度で保温した。最後
に酢酸エチルを加えて、アクリル樹脂の濃度が２０％となるように調節した。得られたア
クリル樹脂は、ＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍwが 1,650,000、Ｍw／
Ｍnが４.３であった。これをアクリル樹脂Ａとする。アクリル樹脂Ａ中の芳香環含有単量
体であるアクリル酸２－フェノキシエチルに由来する構造単位は５％であり、また水酸基
含有単量体であるアクリル酸２－ヒドロキシエチルに由来する構造単位は１％、カルボキ
シル基含有単量体であるアクリル酸に由来する構造単位は０.６％である。
【０１３２】
［重合例２］
　単量体組成を、（Ａ－１）としてアクリル酸ブチル ７２.４部及びアクリル酸メチル
２０部、（Ａ－２）としてアクリル酸２－フェノキシエチル ６.０部、並びに（Ａ－３）
としてアクリル酸２－ヒドロキシエチル１.０部及びアクリル酸０.６部に変更し、さらに
保温時間１２時間を１８時間に変更した以外は、重合例１と同様にしてアクリル樹脂の酢
酸エチル溶液を得た。得られたアクリル樹脂は、ＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平
均分子量Ｍw が 1,470,000、Ｍw／Ｍn が５.３であった。これをアクリル樹脂Ｂとする。
アクリル樹脂Ｂ中の芳香環含有単量体であるアクリル酸２－フェノキシエチルに由来する
構造単位は６％であり、また水酸基含有単量体であるアクリル酸２－ヒドロキシエチルに
由来する構造単位は１％、カルボキシル基含有単量体であるアクリル酸に由来する構造単
位は ０.６％である。
【０１３３】
［重合例３～１０］
　単量体組成を表１に示すように変更し、その他は重合例１と同様にしてアクリル樹脂の
酢酸エチル溶液を得た。得られたアクリル樹脂のＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平
均分子量Ｍw、及びＭw／Ｍn はそれぞれ表１に記載のとおりであり、それぞれのアクリル
樹脂を表１に記載のとおりアクリル樹脂Ｃ～Ｊとする。なお、重合例７～１０は、芳香環
含有単量体の量が本発明で規定するアクリル樹脂（Ａ）の要件を満たさないものを製造し
た例である。
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【０１３４】
［重合例１１］
　単量体組成を表１に示すとおりとし、重合例１で用いたのと同じ反応容器にこれらの混
合溶液を仕込み、窒素ガスで装置内の空気を置換して酸素不含としながら、内温を５５℃
に上げた。その後、重合開始剤であるアゾビスイソブチロニトリル ０.１４部を酢酸エチ
ル１０部に溶かした溶液を全量添加した。開始剤の添加後１時間この温度で保持し、次に
内温を５４～５６℃に保ちながら、酢酸エチルを添加速度１７.３部／hr で反応容器内へ
連続的に加え、アクリル樹脂の濃度が３５％となった時点で酢酸エチルの添加を止め、さ
らに酢酸エチルの添加開始から４時間経過するまでこの温度で保温した。その後、アゾビ
スイソブチロニトリル ０.２部を酢酸エチル１０部に溶かした溶液を全量添加し、同温度
で８時間保温し、最後に酢酸エチルを加えてアクリル樹脂の濃度が２０％となるように調
節した。得られたアクリル樹脂は、ＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍw 
が 1,070,000、Ｍw／Ｍnが ８.２であった。これをアクリル樹脂Ｋとする。アクリル樹脂
Ｋ中の芳香環含有単量体であるアクリル酸２－フェノキシエチルに由来する構造単位は８
％であり、また水酸基含有単量体であるアクリル酸２－ヒドロキシエチルに由来する構造
単位は１％、カルボキシル基含有単量体であるアクリル酸に由来する構造単位は ０.４％
である。この重合例１１は、Ｍw／Ｍnが本発明で規定するアクリル樹脂（Ａ）の要件を満
たさないものを製造した例である。
【０１３５】
【表１】

【０１３６】
［重合例１２］
　単量体組成を、（Ａ－１）としてアクリル酸ブチル ７０.８部及びアクリル酸メチル
２０部、（Ａ－２）としてアクリル酸２－（２－フェノキシエトキシ）エチル ８.０部、
並びに（Ａ－３）としてアクリル酸４－ヒドロキシブチル１.０部及びアクリル酸０.２部
に変更し、その他は重合例１と同様にしてアクリル樹脂の酢酸エチル溶液を得た。得られ
たアクリル樹脂は、ＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍw が 1,670,000、
Ｍw／Ｍn が３.９であった。これをアクリル樹脂Ｌとする。アクリル樹脂Ｌ中の芳香環含
有単量体であるアクリル酸２－（２－フェノキシエトキシ）エチルに由来する構造単位は
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造単位は１％、カルボキシル基含有単量体であるアクリル酸に由来する構造単位は ０.２
％である。
【０１３７】
［重合例１３～１６］
　単量体組成を表２に示すように変更し、その他は重合例１２と同様にしてアクリル樹脂
の酢酸エチル溶液を得た。得られたアクリル樹脂のＧＰＣによるポリスチレン換算の重量
平均分子量Ｍw、及びＭw／Ｍn はそれぞれ表２に記載のとおりであり、それぞれのアクリ
ル樹脂を表２に記載のとおりアクリル樹脂Ｍ～Ｐとする。
【０１３８】
［重合例１７］
　単量体組成を、（Ａ－１）としてアクリル酸ブチル ８８.６部及びアクリル酸２－メト
キシエチル１０部、並びに（Ａ－３）としてアクリル酸２－ヒドロキシエチル １.０部及
びアクリル酸 ０.２部に変更し、（Ａ－２）は用いず、その他は重合例１と同様にしてア
クリル樹脂の酢酸エチル溶液を得た。得られたアクリル樹脂は、ＧＰＣによるポリスチレ
ン換算の重量平均分子量Ｍw が 1,750,000、Ｍw／Ｍn が４.９であった。これをアクリル
樹脂Ｑとする。アクリル樹脂Ｑ中には芳香環含有単量体に由来する構造単位が存在せず、
水酸基含有単量体であるアクリル酸２－ヒドロキシエチルに由来する構造単位は１％、カ
ルボキシル基含有単量体であるアクリル酸に由来する構造単位は ０.４％である。
【０１３９】
［重合例１８及び１９］
　単量体組成のうち（Ａ－１）を、重合例１８はアクリル酸ブチル ７８.６部及びアクリ
ル酸２－メトキシエチル２０部とし、重合例１９はアクリル酸ブチル ９８.６部とし、そ
の他は重合例１７と同様にしてアクリル樹脂の酢酸エチル溶液を得た。得られたアクリル
樹脂のＧＰＣによるポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍw、及びＭw／Ｍn は、それぞれ
表１に記載のとおりであり、それぞれのアクリル樹脂を表１に記載のとおりアクリル樹脂
Ｒ及びＳとする。
【０１４０】
　重合例１７及び１８は、芳香環含有単量体の代わりに、帯電防止性能の向上に効果があ
るアクリル酸２－メトキシエチルを１０％又は２０％共重合させてアクリル樹脂を製造し
た例であり、重合例１９は、そのアクリル酸２－メトキシエチルも用いず、アクリル酸ブ
チルと、極性官能基含有単量体であるアクリル酸２－ヒドロキシエチル及びアクリル酸だ
けを共重合させてアクリル樹脂を製造した例である。
【０１４１】
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【表２】

【０１４２】
　次に、重合例１～１１で製造したアクリル樹脂Ａ～Ｋを用いて粘着剤組成物を調製し、
それを偏光板に適用し、さらに液晶パネル対応品を作製した実施例及び比較例を示す。こ
れらの実施例及び比較例では、架橋剤及びシラン系化合物として、それぞれ次のものを用
いた（いずれも商品名）。
【０１４３】
〈架橋剤〉
　コロネートＬ：　トリレンジイソシアネートのトリメチロールプロパンアダクト体の酢
酸エチル溶液（固形分濃度７５％）、日本ポリウレタン（株）から入手。
〈シラン系化合物〉
　KBM-403 ：　グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（液体）、信越化学工業（株）
から入手。
【０１４４】
［実施例１～６及び比較例１～５］
（ａ）粘着剤組成物の調製
　重合例１～１１で得たアクリル樹脂Ａ～Ｋ（２０％酢酸エチル溶液）のそれぞれ固形分
１００部に対し、上述のシラン系化合物（KBM-403）を０.５部、及び架橋剤（コロネート
Ｌ）を表３に示すそれぞれの量混合し、さらに固形分濃度が１３％となるように酢酸エチ
ルを添加して、粘着剤組成物を調製した。
【０１４５】
（ｂ）粘着剤付き偏光板の作製
　上記（ａ）で調製したそれぞれの粘着剤組成物を、離型処理されたポリエチレンテレフ
タレートフィルム（商品名“PET 3811”、リンテック（株）から入手、セパレーターと呼
ぶ）の離型処理面に、アプリケーターを用いて乾燥後の厚さが２０μm となるように塗布
し、９０℃で１分間乾燥させて、シート状の粘着剤を作製した。次いで、ポリビニルアル
コールにヨウ素が吸着配向している偏光フィルムの両面をトリアセチルセルロースからな
る保護フィルムで挟んだ３層構造の偏光板の片面に、上で得たシート状粘着剤のセパレー
ターと反対側の面（粘着剤面）をラミネーターにより貼り合わせたのち、温度２３℃、相
対湿度６５％の条件で７日間養生して、粘着剤付き偏光板を作製した。養生後の各粘着剤
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【０１４６】
（ｃ）ガラス基板への貼合及び評価
　液晶セル用ガラス基板〔コーニング社製の“イーグル 2000”（商品名）〕 の両面に、
上記（ｂ）で作製した粘着剤付き偏光板からセパレーターを剥がしたものをその粘着剤面
で貼合した。この際、ガラス基板の片面には第一の偏光板の吸収軸がガラス基板の長辺と
平行になるように、ガラス基板の他面には第二の偏光板の吸収軸が第一の偏光板の吸収軸
と直交するように貼着した。得られた積層体につき、温度８０℃の乾燥下で９６時間保管
する耐熱試験を行った。その後、一方の偏光板側から光を入射させたときの白ヌケの発現
状態を目視で観察した。結果を以下の基準で分類し、表３の「白ヌケ（８０℃乾燥）」の
欄に示した。
【０１４７】
　〈白ヌケの発現状態〉
　◎：白ヌケが全くみられない。
　○：白ヌケがほとんど目立たない。
　△：白ヌケがやや目立つ。
　×：白ヌケが顕著に認められる。
【０１４８】
　また、上記と同様にガラス基板の両面に偏光板を貼着した積層体につき、温度８０℃の
乾燥下で３００時間保管する耐熱試験（表３では「耐熱」と表記）、温度６０℃、相対湿
度９０％で３００時間保管する耐湿熱試験（表３では「耐湿熱」と表記）、及び７０℃に
加熱した状態から－３０℃に降温し、次に７０℃に昇温する過程を１サイクル（１時間）
として、これを１００サイクル繰り返す耐ヒートショック試験（表３では「耐ＨＳ」と表
記）を行った。そして、それぞれの試験後の積層体を目視で観察し、結果を以下の基準で
分類して、表３の「耐久性」の欄にまとめた。
【０１４９】
　〈耐熱試験、耐湿熱試験及び耐ヒートショック試験の評価基準〉
　◎：浮き、剥れ、発泡等の外観変化が全くみられない。
　○：浮き、剥れ、発泡等の外観変化がほとんどみられない。
　△：浮き、剥れ、発泡等の外観変化がやや目立つ。
　×：浮き、剥れ、発泡等の外観変化が顕著に認められる。
【０１５０】
（ｄ）粘着剤付き偏光板のリワーク性評価
　上記（ｂ）で作製した粘着剤付き偏光板のリワーク性を以下のようにして評価した。ま
ず、粘着剤付き偏光板を２５mm×１５０mmの大きさの試験片に裁断した。次に、この試験
片をその粘着剤側で、貼付装置〔フジプラ（株）製の“ラミパッカー”（商品名）〕を用
いて液晶セル用ガラス基板に貼り付け、５０℃、５kg／cm2（４９０.３kPa） で２０分間
オートクレーブ処理を行った。さらに７０℃で２時間加熱処理し、引き続き５０℃のオー
ブン中にて４８時間保管した後、温度２３℃、相対湿度５０％の雰囲気中にて、この貼着
試験片から偏光板を３００mm／分の速度で１８０°方向に剥離し、ガラス板表面の状態を
観察して、以下の基準で分類した。結果を、併せて表３に示した。
【０１５１】
　〈リワーク性の評価基準〉
　◎：ガラス板表面に曇り等が全く認められない。
　○：ガラス板表面に曇り等がほとんど認められない。
　△：ガラス板表面に曇り等が認められる。
　×：ガラス板表面に粘着剤の残りが認められる。
【０１５２】
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【表３】

【０１５３】
　表１及び表３からわかるように、本発明で規定する特定のアクリル樹脂に架橋剤を所定
量配合して粘着剤組成物を構成し、それを偏光板の粘着剤層とし、ガラスセル基板（液晶
セルないし液晶表示画面に相当する）の両面に、一方の偏光板はその吸収軸をガラス基板
の長辺と平行になるように、他方の偏光板は前記一方の偏光板とクロスニコルとなるよう
に貼着した実施例１～６は、白ヌケ防止性、耐久性及びリワーク性に優れる結果が得られ
た。特に、芳香環含有単量体に由来する構造単位をアクリル樹脂中に８％又は１０％有す
る実施例３及び４は、白ヌケ防止性において優れた性能を有している。
【０１５４】
　これに対し、芳香環含有単量体に由来する構造単位の含有量がアクリル樹脂中に２０％
以上となった比較例１～３、アクリル樹脂中に芳香環含有単量体に由来する構造単位を含
まない比較例４、及びアクリル樹脂のＭw／Ｍnが７を超える比較例５は、いずれも白ヌケ
防止性が不足している。
【０１５５】
　次に、重合例１２～１９で製造したアクリル樹脂Ｌ～Ｓを用い、これらをイオン性化合
物と組み合わせて、又は組み合わせずに粘着剤組成物を調製し、それを偏光板に適用し、
さらに液晶パネル対応品を作製した例を示す。以下の例においても、架橋剤及びシラン系
化合物は、先の実施例１～６及び比較例１～５と同様のものを用いた。また、イオン性化
合物として、Ｎ－オクチル－４－メチルピリジニウム　ヘキサフルオロホスフェート（下
式の構造を有する）を用いた。
【０１５６】

【化４】

【０１５７】
［実施例７～１１及び比較例６～９］
（ａ）粘着剤組成物の調製
　重合例１２～１９で得たアクリル樹脂Ｌ～Ｓ（２０％酢酸エチル溶液）のそれぞれ固形
分１００部に対し、先述したシラン系化合物（KBM-403）を０.５部、架橋剤（コロネート
Ｌ）を表４に示すそれぞれの量、及びイオン性化合物を表４に示す量混合し（ただし、実
施例７及び比較例８はイオン性化合物使用せず）、さらに固形分濃度が１３％となるよう
に酢酸エチルを添加して、粘着剤組成物を調製した。
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【０１５８】
（ｂ）粘着剤付き偏光板の作製
　上記（ａ）で調製したそれぞれの粘着剤組成物を、離型処理されたポリエチレンテレフ
タレートフィルム（商品名“PET 3811”、リンテック（株）から入手、セパレーターと呼
ぶ）の離型処理面に、アプリケーターを用いて乾燥後の厚さが２０μm となるように塗布
し、９０℃で１分間乾燥させて、シート状の粘着剤を作製した。次いで、ポリビニルアル
コールにヨウ素が吸着配向している偏光フィルムの両面をトリアセチルセルロースからな
る保護フィルムで挟んだ３層構造の偏光板の片面に、上で得たシート状粘着剤のセパレー
ターと反対側の面（粘着剤面）をラミネーターにより貼り合わせたのち、温度２３℃、相
対湿度６５％の条件で７日間養生して、粘着剤付き偏光板を作製した。
【０１５９】
（ｃ）粘着剤付き偏光板の評価
　得られたそれぞれの粘着剤付き偏光板について、セパレーターを剥離したときに、粘着
剤の表面抵抗値を表面固有抵抗測定装置〔三菱化学（株）製の“Hirest-up MCP-HT450 ”
（商品名）〕にて測定し、帯電防止性を評価した。表面抵抗値が１０11Ω／□オーダー又
はそれ以下であれば、良好な帯電防止性が得られる。帯電防止性の評価は、粘着剤付き偏
光フィルムの養生が完了した後、直ちに行った。結果を表４にまとめた。また、先の実施
例１～６及び比較例１～５と同様の方法で、白ヌケの発現状態、耐久性、及びリワーク性
を評価し、これらの結果も、表３の記載に倣い、併せて表４にまとめた。
【０１６０】
【表４】

【０１６１】
　表２及び表４からわかるように、粘着剤組成物を構成するアクリル樹脂（Ａ）中の芳香
環含有単量体（Ａ－２）として、式（II）で示される芳香環含有（メタ）アクリル化合物
であって、式中のｎが２であるものを用いた実施例７は、白ヌケ防止性、耐久性及びリワ
ーク性の全てに優れる結果が得られた。特に白ヌケ防止性において、高い効果が認められ
た。
【０１６２】
　また、実施例７の粘着剤組成物にさらにイオン性化合物を配合したものにほぼ相当する
組成物を用いた実施例８及び９は、白ヌケ防止性、耐久性及びリワーク性に優れることに
加えて、良好な帯電防止性能も付与されている。一方、粘着剤組成物を構成するアクリル
樹脂（Ａ）中の芳香環含有単量体（Ａ－２）として、式（II）で示される芳香環含有（メ
タ）アクリル化合物であって、式中のｎが１であるものを用いた実施例１０及び１１も、
イオン性化合物を配合することにより良好な帯電防止性を示している。
【０１６３】
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　これに対し、粘着剤組成物を構成するアクリル樹脂（Ａ）が芳香環含有単量体に由来す
る構造単位を有さず、代わりに、イオン性化合物との組合せで帯電防止性能の向上に効果
を発現することが知られているアクリル酸２－メトキシエチルを１０％又は２０％共重合
させたアクリル樹脂を用い、これにイオン性化合物を配合して粘着剤組成物とした比較例
６及び７は、良好な帯電防止性能を与えるものの、白ヌケ防止性が不足している。一方、
アクリル酸ブチルに極性官能基含有単量体だけが共重合されているアクリル樹脂を用いた
比較例８及び９は、イオン性化合物の配合の有無にかかわらず、やはり白ヌケ防止性が不
足している。
【０１６４】
　以上の実施例及び比較例では、液晶を挟んでいないガラス基板の表裏に偏光板を貼って
実験を行ったが、白ヌケは、熱に伴う偏光板の伸縮によって起こるので、液晶セル中の液
晶層の有無にはあまり影響されない。また、耐熱、耐湿熱及び耐ヒートショックの各試験
は、ガラス基板に貼着された粘着剤層の状態を見ているので、やはり液晶セル中の液晶層
の有無には影響されない。
【産業上の利用可能性】
【０１６５】
　本発明の液晶パネルは、優れた白ヌケ防止性及び耐久性を発揮し、またリワーク性にも
優れる。したがってこの液晶パネルを適用した液晶表示装置は、良好な表示品位を与え、
かつその良好な表示品位を長期間にわたって維持できるものとなる。
【符号の説明】
【０１６６】
　１０……液晶表示用ガラスセル（液晶セル）、
　１１，１２……透明ガラス基板、
　１０Ａ……液晶表示用ガラスセルの長辺、
　２０……偏光板（第一、第二を問わない）、
　２１……第一の偏光板、
　２１Ａ……第一の偏光板の吸収軸、
　２２……第二の偏光板、
　２２Ａ……第二の偏光板の吸収軸、
　２５……偏光フィルム、
　２６，２７……透明保護層、
　２８……光学補償フィルム（位相差フィルム）、
　２９……層間粘着剤、
　３０……液晶セルへの貼着用粘着剤層（第一、第二を問わない）、
　３１……第一の粘着剤層、
　３２……第二の粘着剤層。
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